香取広域市町村圏事務組合臨時職員等の勤務時間及び休暇に関する規則

　　　香取広域市町村圏事務組合臨時職員等の勤務時間及び休暇に関する規則

平成13年９月26日

規則第５号

改正　平成19年４月１日規則第10号

平成21年２月24日規則第１号

　香取広域市町村圏事務組合臨時職員等の勤務時間及び休暇に関する規則（昭和63年香取広域市町村圏事務組合規則第２号）の全部を改正する。

　（目的）

第１条　この規則は、臨時職員及び非常勤職員（以下「臨時職員等」という。）の勤務時間及び休暇に関し必要な事項を定めることを目的とする。

　（定義）

第２条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　(１)　臨時職員　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条第５項に規定する職員をいう。

　(２)　非常勤職員　常勤を要せず１日につき７時間45分を超えない勤務時間をもって日々雇用される職員又は常勤職員の１週間の勤務時間の４分の３を超えない勤務時間をもって雇用される職員をいう。

　（勤務時間）

第３条　臨時職員の勤務時間は、常勤の職員の例による。

２　非常勤職員の勤務時間は、日々雇用される職員については１日につき7時間45分超えない範囲内において、管理者の定めるところによる。

　（年次休暇）

第４条　非常勤職員として６箇月間継続勤務し全勤務日の８割以上出勤した者で、引き続き雇用関係にある者には、年次休暇を与えることができる。

２　前項に規定する年次休暇は、別表に掲げるとおりとする。

３　年次休暇は、翌年に限り繰り越すことができる。

４　年次休暇は、非常勤職員が請求した時期に与える。ただし、公務の正常な運営を妨げる場合においては、管理者は、年次休暇を他の時期に与えることができる。

　（年次休暇以外の休暇）

第５条　任命権者は、次の各号に掲げる場合は、臨時職員等（第４号に掲げる場合にあっては、管理者の定める臨時職員等に限る。）に対して当該各号に掲げる期間の有給の休暇を与えるものとする。

　(１)　臨時職員等が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき　必要と認められる期間

　(２)　臨時職員等が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき　必要と認められる期間

　(３)　地震、水害、火災その他の災害時において、臨時職員等が通勤途上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき　必要と認められる期間

　(４)　臨時職員等の親族（管理者の定める親族に限る。）が死亡した場合で、臨時職員等が葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき　管理者の定める期間

２　任命権者は、次の各号に掲げる場合には、臨時職員等に対して当該各号に定める期間の無給の休暇を与えることができる。

　(１)　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、10週間）以内に出産する予定である女子の臨時職員等が申し出た場合　出産の日までの申し出た期間

　(２)　女子の臨時職員等が出産した場合　出産の翌日から８週間を経過する日までの期間（産後６週間を経過した女子の臨時職員等が就業を申し出た場合において医師が支障がないと認めた業務に就く期間を除く。）

　(３)　生後１年に達しない生児を育てる女子の臨時職員等が、その生児の保育のために必要と認められる授乳等を行う場合　１日２回それぞれ30分以内の期間

　(４)　女子の臨時職員等が生理日における就業が著しく困難なため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合　必要と認められる期間

　(５)　臨時職員等が公務上の負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合　必要と認められる期間

　(６)　臨時職員等が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき　必要と認められる期間

　（委任）

第６条　この規則に定めるもののほか、臨時職員等の勤務時間及び休暇に関し必要な事項は、管理者が定める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

附　則（平成19年４月１日条例第10号）

　この規則は、平成19年４月１日から施行する。

附　則（平成21年２月24日規則第１号）

　この規則は、平成21年４月１日から施行する。

別表（第４条関係）

	週所定労働日数
	１年間の所定労働日数
	勤続年数

	
	
	６箇月
	１年６箇月
	２年６箇月
	３年６箇月
	４年６箇月
	５年６箇月
	６年６箇月以上

	５日以上
	217日以上
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日

	４日
	169日から216日まで
	７日
	８日
	９日
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	12日
	13日
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	３日
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	５日
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	９日
	10日
	11日

	２日
	73日から120日まで
	３日
	４日
	４日
	５日
	６日
	６日
	７日

	１日
	48日から72日まで
	１日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日
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